
「パブリックコメント」変更案に対する各部意見（概要）
1．（案１）について
　　
「事務負担業の軽減につながる」「手続きが簡略化できる」など、賛同する意見がある一方、

「議会の審議において回答を求められた場合には対応せざるを得ない。結局一通りの回答を作成することになる」、「回答をしない場合、後で意見提出者から意見がどのように反映されたのか、等の事後対応により事務量増加の可能性あり」など、議会対応や府民対応での事務の増加を懸念する意見、
「回答の作成・公表は計画等に対する理解の増進につながっており、行わないことはマイナス。」「基本的な計画や条例以外は、意見の取扱いとその理由が示されるのに、それより上位の計画や条例ではそれが公表されないというのは、パブリックコメントの目的や定義に合致していると言えるのか」といった、パブリックコメントの目的達成に疑問を呈する意見が寄せられた。
２．（案２）について
　
「郵便、ファクシミリで受け付けた意見の、データ入力作業の負担が軽減される」「国の運用に準じるため、対応の変更について対外的に説明がつき、効率化に繋がる」など、案に対して概ね賛同いただいた。
実施する場合の課題として、高齢者やＰＣを持っていない方、点字でしか意見を提出できない方などへの配慮や、委託した場合の費用負担について、「費用負担はどこが持つのか」「府政情報室でトータルで予算確保願いたい」といった意見が寄せられた。
３．まとめ

（案１）事務削減効果やパブリックコメントの目的達成に関し、疑問を呈する意見が　多数あり、全面的な賛同は得られなかった。
（案２）概ね賛同が得られた。ただし、実施する場合、「高齢者等への配慮」「費用負担」を課題とする意見が多く見られた。
　⇒デジタル・ディバイドへの配慮は、インターネットを用いない方法を併せて確保（国も同様）

費用負担については、府民お問合せセンターの現行契約内での実施など、新たな費用負担を発生させない方法を検討する。

